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審決 

 

不服２０１８－８９５９ 

 

 （省略） 

 請求人 京セラ株式会社 

 

 

 特願２０１６－２０７８６１「筋肉面積推定システム、機器、及び筋肉面積

推定方法」拒絶査定不服審判事件〔平成２９年１月１９日出願公開、特開２０

１７－１２８７５〕について、次のとおり審決する。 

 

 結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理由 

第１ 手続の経緯  

 本願は、平成２６年１２月２２日に出願した特願２０１４－２５８５８５号

の一部を平成２８年１０月２４日に新たな特許出願としたものであって、平成

２９年８月２５日付けの拒絶理由が通知され、同年１０月３１日に意見書が提

出されるとともに手続補正がなされたが、平成３０年３月２９日付けで拒絶査

定（以下「原査定」という。）がなされ、これに対して平成３０年６月２９日

に拒絶査定不服審判の請求がなされ、それと同時に手続補正（以下「本件補正」

という。）がなされたものである。 

 

第２ 本件補正についての補正却下の決定  

  

［補正却下の決定の結論］  

 本件補正を却下する。  

  

［理由］  

１ 本件補正について  

（１）本件補正前の特許請求の範囲 

 本件補正前の平成２９年１０月３１日になされた手続補正により補正された

特許請求の範囲の記載は以下のとおりである。 

「【請求項１】 

 人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体

の断面における筋肉面積を推定する制御部 

を備える筋肉面積推定システム。 

【請求項２】 

 前記制御部は、前記推定された筋肉面積に対応した画像を表示部に表示する、

請求項１に記載の筋肉面積推定システム。 

【請求項３】 
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 複数のＣＴサンプル画像を記憶する記憶部を備え、 

 前記制御部は、前記複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示する、請求項２

に記載の筋肉面積推定システム。 

【請求項４】 

 人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体

の断面における筋肉面積を推定する制御部 

を備える機器。 

【請求項５】 

 前記推定された筋肉面積に対応した画像が表示される表示部を備える、請求

項４に記載の機器。 

【請求項６】 

 複数のＣＴサンプル画像を記憶する記憶部を備え、 

 前記制御部は、前記複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示する、請求項５

に記載の機器。 

【請求項７】 

 制御部により、人体の輪郭の少なくとも一部を演算するステップと、 

 当該演算された人体の輪郭の少なくとも一部から形状特徴を算出するステッ

プと、 

 当該形状特徴に基づいて前記人体の断面における筋肉面積を推定するステッ

プと 

を含む筋肉面積推定方法。 

【請求項８】 

 筋肉面積を推定する制御部と、 

 複数のＣＴサンプル画像を記憶する記憶部と、を備え、 

 前記制御部は、前記複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示する筋肉面積推

定システム。 

【請求項９】 

 筋肉面積を推定する制御部と、 

 複数のＣＴサンプル画像を記憶する記憶部と、を備え、 

 前記制御部は、前記複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示する筋肉面積推

定機器。 

【請求項１０】 

 筋肉面積を推定するステップと、 

 記憶部に記憶された複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示するステップと、

を含む筋肉面積推定方法。」 

 

（２）本件補正の特許請求の範囲 
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 本件補正により補正された特許請求の範囲の記載は以下のとおりである。 

「【請求項１】 

 人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子と、  

 前記センサ部からの情報に基づいて演算された人体の輪郭の少なくとも一部

から算出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面における筋肉面積を推定

する制御部を備える筋肉面積推定システム。 

【請求項２】 

 前記制御部は、前記推定された筋肉面積に対応した画像を表示部に表示する、

請求項１に記載の筋肉面積推定システム。 

【請求項３】 

 複数のＣＴサンプル画像を記憶する記憶部を備え、 

 前記制御部は、前記複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示する、請求項２

に記載の筋肉面積推定システム。 

【請求項４】 

 人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子と、  

 前記センサ部からの情報に基づいて演算された人体の輪郭の少なくとも一部

から算出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面における筋肉面積を推定

する制御部を備える機器。 

【請求項５】 

 前記推定された筋肉面積に対応した画像が表示される表示部を備える、請求

項４に記載の機器。 

【請求項６】 

 複数のＣＴサンプル画像を記憶する記憶部を備え、 

 前記制御部は、前記複数のＣＴサンプル画像から、少なくとも前記推定され

た筋肉面積に対応する１枚のＣＴサンプル画像を表示部に表示する、請求項５

に記載の機器。 

【請求項７】 

 少なくともセンサ部を備える測定子を人体に沿って移動させるステップと、 

 制御部により、前記センサ部からの情報に基づいて人体の輪郭の少なくとも

一部を演算するステップと、 

 当該演算された人体の輪郭の少なくとも一部から形状特徴を算出するステッ

プと、 

 当該形状特徴に基づいて前記人体の断面における筋肉面積を推定するステッ

プと 

を含む筋肉面積推定方法。」（下線は補正箇所である。） 

 

２ 補正の適否  

（１）補正の目的について 

ア 請求項１について 

（ア）上記１で記載したとおり、請求項１についての本件補正は、本件補正前

の「人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人
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体の断面における筋肉面積を推定する制御部を備える筋肉面積推定システム。」

に、「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」との特定

事項を追加することを含むものである。 

 

（イ）判断 

ａ 限定的減縮について 

 本件補正前の請求項１に係る発明は、「人体の輪郭の少なくとも一部から算

出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面における筋肉面積を推定する制

御部」との「制御部」についての発明特定事項はあるが、特許法第３６条第５

項の規定により請求項に記載した発明を特定するために必要な事項として「測

定子」についての事項はない発明である。 

 「制御部」と「測定子」とは、それらの機能、発揮する作用等が異なるもの

であり、両者は発明特定事項として概念が異なるものである。 

 してみれば、本件補正前の請求項１に係る発明に、「人体に沿って移動させ、

少なくともセンサ部を備える測定子」との発明特定事項を追加することは、

「システム」に「制御部」とは別の概念の「測定子」との発明特定事項を追加

するものであるから、本件補正前の請求項における発明特定事項を概念的によ

り下位の発明特定事項とすることにはならない。 

 よって、本件補正前の請求項１に係る発明に、「人体に沿って移動させ、少

なくともセンサ部を備える測定子」との発明特定事項を追加することは、特許

法第１７条の２第５項第２号の括弧書きの特許法第３６条第５項の規定により

請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を限定するものには該当し

ないことから、特許法第１７条の２第５項第２号に掲げる事項を目的とするも

のには該当しない。 

 

ｂ その余の目的について 

 本件補正前の請求項１に係る発明に、「人体に沿って移動させ、少なくとも

センサ部を備える測定子」との発明特定事項を追加することは、特許法第１７

条の２第５項第１号に掲げる請求項の削除、同項第３号に掲げる誤記の訂正、

同項第４号に掲げる明りょうでない記載の釈明のいずれにも該当しないことは

明かである。 

 

（ウ）小括 

 したがって、請求項１についての本件補正は、特許法第１７条の２第５項第

１号ないし４号のいずれに掲げる事項を目的とするものに該当しない。 

 

イ 請求項４及び７について 

 請求項４及び７についての本件補正は、上記１で記載したとおり、請求項４

については、「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」

との発明特定事項を追加することを含むものであり、請求項７については「少

なくともセンサ部を備える測定子を人体に沿って移動させるステップ」との発

明特定事項を追加することを含むものであるが、これらは、上記ア（イ）のａ
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で述べたとおり、前者については「制御部」とは別の概念の「人体に沿って移

動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」との発明特定事項を追加するも

の、後者については「演算するステップ」「算出するステップ」「推定するス

テップ」とは別の概念の「少なくともセンサ部を備える測定子を人体に沿って

移動させるステップ」との発明特定事項を追加するものであるから、本件補正

前の請求項における発明特定事項を概念的により下位の発明特定事項とするこ

とにはならない。 

 よって、特許法第１７条の２第５項第２号の括弧書きの特許法第３６条第５

項の規定により請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を限定する

ものには該当しないことから、特許法第１７条の２第５項第２号に掲げる事項

を目的とするものには該当せず、さらに、特許法第１７条の２第５項第１号に

掲げる請求項の削除、同項第３号に掲げる誤記の訂正、同項第４号に掲げる明

りょうでない記載の釈明のいずれにも該当しないことは明かである。 

 したがって、請求項４及び７についての本件補正も、特許法第１７条の２第

５項第１号ないし４号のいずれに掲げる事項を目的とするものに該当しない。 

 

ウ 補正の目的のまとめ 

 以上のことから、本件補正は、特許法第１７条の２第５項第１号ないし４号

のいずれに掲げる事項を目的とするものに該当しない。 

 

（２）独立特許要件について 

 本件補正は、上記（１）で述べたとおり、特許法第１７条の２第５項第１号

ないし４号のいずれに掲げる事項を目的とするものに該当しないものであると

判断したが、念のため、仮に、請求項１及び４について「人体に沿って移動さ

せ、少なくともセンサ部を備える測定子」の発明特定事項を追加すること、請

求項７について「少なくともセンサ部を備える測定子を人体に沿って移動させ

るステップ」の発明特定事項を追加することを、いわゆる限定的減縮、すなわ

ち特許法第１７条の２第５項第２号に掲げる事項を目的とするものに該当する

ものとし、本件補正後の上記１（２）で摘記した請求項１に記載された発明

（以下「補正発明」という。）が同条第６項において準用する同法第１２６条

第７項の規定に適合するか（特許出願の際独立して特許を受けることができる

ものであるか）について、特に、原査定の拒絶の理由である特許法第３６条第

６項第１号に規定する要件（いわゆるサポート要件）を満たしているかどうか

について主に検討する。 

 

ア 発明の詳細な説明の記載 

（ア）発明の詳細な説明には、補正発明の課題及びそれを解決するための手段

として、 

「【発明が解決しようとする課題】 

【０００４】 

 しかしながら、ＣＴ及び生体インピーダンス法を用いた測定は、測定できる

施設が限られている。 
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【０００５】 

 上記のような課題に鑑みてなされた本発明の目的は、簡易的な手法により筋

肉面積を推定できる筋肉面積推定システム、機器、及び筋肉面積推定方法を提

供することにある。 

【課題を解決するための手段】 

【０００６】 

 上述した諸課題を解決すべく、本発明に係る筋肉面積推定システムは、自機

の向き情報を得る第１のセンサ部及び自機の移動情報を得るためのデバイス部

を備える測定子と、前記向き情報及び前記移動情報に基づいて演算された人体

の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面

における筋肉面積を推定する制御部とを備える。」と記載され、人体の輪郭を

測定する実施形態として、 

「【００６５】 

 次に、図５、図６を用いて、実施形態に係るスマートフォン１による腹部断

面の輪郭の測定について説明する。 

【００６６】 

 図５は実施形態に係る腹部断面の輪郭の測定の様子を示す模式図である。 

【００６７】 

 図６は実施形態に係る腹部断面の輪郭の測定フロー図である。 

【００６８】 

 ステップＳ１０１で、利用者は断面の輪郭測定の測定アプリケーション９Ｚ

を起動させる。次に、ステップＳ１０２で測定を開始する。測定開始時、スマ

ートフォン１は、断面の輪郭を測定する腹部のいずれかの位置に、腹部６０の

表面に対して当てられる。本実施形態では、利用者のへその高さ（図５のＡ－

Ａで図示した位置）における断面の輪郭の測定を示す。断面の輪郭の測定に支

障がない範囲で、スマートフォン１は、腹部６０の表面へ接触させてもよいし、

腹部６０の表面へ着衣を介して当ててもよい。測定開始位置は腹部Ａ－Ａ位置

のどこから開始してもよく、スマートフォン１にあらかじめ設定された開始ア

クションを行い、測定を開始する。あらかじめ設定された開始アクションは、

スマートフォン１のいずれかのボタン３を押すことでもよいし、タッチスクリ

ーン２Ｂ上の特定の位置をタップするなどでもよい。スマートフォン１の腹部

の表面へ当てられる対向面は、フロントフェイス１Ａ、バックフェイス１Ｂ、

サイドフェイス１Ｃ１～１Ｃ４のどの面でもよいが、操作性を考慮し、本実施

形態ではバックフェイス１Ｂを対向面とした。 

【００６９】 

 ステップＳ１０３で、利用者は腹部６０のＡ－Ａ位置の表面に沿ってスマー

トフォン１を移動させ、腹部６０を一周させる。ここで、スマートフォン１の

移動は、腹部６０の表面に対して当てたままで、一定速度で移動させると、各

情報の取得間隔が一定となり、輪郭測定の精度を高めることができる。 

【００７０】 

 ステップＳ１０３では、あらかじめプログラムされた条件で、方位センサ１

７により向き情報を取得し、加速度センサ１６により移動情報を取得する。向
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き情報と移動情報とは複数回取得される。向き情報と移動情報は、タイマー１

１から出力されたクロック信号に従って取得される。各情報の取得周期は測定

対象部の断面の大きさや複雑さによって、適宜選択される。情報の取得周期は、

例えばサンプリング周波数５～６０Ｈｚ（ヘルツ）の中から適宜選択される。

取得された向き情報と移動情報の情報は、スマートフォン１の内部に一時的に

記憶される。この測定はステップＳ１０２の開始から、ステップＳ１０４の終

了まで連続して実行される。 

【００７１】 

 利用者は、スマートフォン１を腹部６０の表面に対して当てたまま一周させ

たところで、スマートフォン１にあらかじめ設定された終了アクションを行い、

測定を終了する（ステップＳ１０４）。あらかじめ設定された終了アクション

は、スマートフォン１のいずれかのボタン３を押すことでもよいし、タッチス

クリーン２Ｂ上の特定の位置をタップすることでもよい。あるいは、スマート

フォン１の方位センサ１７で取得された向き情報が、測定開始時の向き情報と

一致した場合、または測定開始時の向き情報から３６０度変化した場合を一周

と自動認識し、スマートフォン１が測定を終了させてもよい。自動認識の場合、

利用者は終了アクションを行う必要がなく、測定はより簡略化される。 

【００７２】 

 スマートフォン１は、ステップＳ１０３にて得られた向き情報と移動情報と

を、ステップＳ１０５において演算する。この演算はコントローラ１０によっ

て行われる。コントローラ１０は、利用者の腹部の断面の輪郭及び腹囲を演算

する。ステップＳ１０５における演算については後に詳述する。 

【００７３】 

 スマートフォン１は、ステップＳ１０５にて演算した結果を、ステップＳ１

０６において出力する。演算した結果の出力は、例えばディスプレイ２Ｂへの

表示、サーバへの送信など種々の方法が挙げられる。スマートフォン１は、腹

部の断面の輪郭及び腹囲の演算結果の出力が終了すると、フローを終了する。 

【００７４】 

 本実施形態では、スマートフォン１はバックフェイス１Ｂを腹部に当て、ｙ

軸方向に移動する。このような場合、方位センサ１７は、スマートフォン１の

ｙ軸方向の向きを測定できる１軸のセンサであればよい。加速度センサ１６は、

ｙ軸方向の移動量が測定できる１軸のセンサであればよい。 

【００７５】 

 次に図７～図９を用いて断面の輪郭の演算方法について、スマートフォン１

を例に挙げ 

て説明する。 

【００７６】 

 図７は実施形態に係る向きと移動量との一例を示す。 

【００７７】 

 図７（ａ）（ｂ）の横軸は時間で、測定開始から測定終了までの時間を示す。

時間はタイマー１１が出力するクロック信号によりカウントされる。腹部の１

周をＴｎ秒で測定した場合、測定開始は０秒、測定終了はＴｎ秒である。スマ
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ートフォン１は、０～Ｔｎ秒の間に、あらかじめ決められた取得周期で向き情

報、移動情報を取得する。ｎはレコード番号を表す整数である。 

【００７８】 

 図７（ａ）は、横軸に時間、縦軸にスマートフォン１の方位を示す。横軸の

スマートフォン１の方位は、方位センサ１７で取得された向き情報である。第

１のセンサ部として方位センサ１７を採用する本実施形態では、向き情報をス

マートフォン１の方位とする。スマートフォン１の方位は、０～３６０度の角

度で表わされる。スマートフォン１の方位は、測定の最初の向きから３６０度

の変化した状態で、１周と判定される。本実施形態では、わかりやすくするた

めに、測定の最初の向きを０度と設定したので、１周後の向きは３６０度とな

る。 

【００７９】 

 図７（ｂ）は、横軸に時間、縦軸にスマートフォン１の移動量を示す。縦軸

のスマートフォン１の移動量は、加速度センサ１６で取得された移動情報に基

づいて演算されたものである。本実施形態のスマートフォン１の移動情報は、

加速度センサ１６で取得された加速度データである。移動量はコントローラ１

０によって演算されたものであり、加速度データを２回時間積分して演算され

る。加速度データのノイズが大きい場合は、デジタルフィルタ処理を行っても

よい。デジタルフィルタは、例えばローパスフィルタ、バンドパスフィルタ等

がある。測定終了時のスマートフォン１の移動量は、測定対象部の周りの長さ

に相当し、本実施形態では腹囲である。腹囲は、スマートフォン１内での加速

度センサ１６の配置を考慮して演算されることが好ましい。すなわち、本実施

形態では、腹部６０の表面へ当てられる対向面であるバックフェイス１Ｂと、

加速度センサ１６との間隔を、あらかじめ考慮し移動量を補正し、正しい腹囲

を演算する。 

【００８０】 

 本実施形態では、方位と移動量が同一時間Ｔｎで測定された場合を示したが、

方位と移動量はそれぞれ異なる時間Ｔａ、Ｔｂで測定されてもよい。その場合、

図７（ａ）の横軸はＴａで規格化した規格化時間０～１を用い、図７（ｂ）の

横軸はＴｂで規格化した規格化時間０～１を用い、互いの横軸の数値をそろえ

ておくことが好ましい。 

【００８１】 

 図８は取得された情報から構成されたレコードの一例である。 

【００８２】 

 測定開始時をレコード番号Ｒ０、測定終了時をレコード番号Ｒｎとした。各

レコードは、時間に対応する向き情報と移動情報とが１対で格納されている。

さらに各レコードは、移動情報に基づいて演算された移動量が格納されている。

方位センサを用いた本実施形態では、向き情報はスマートフォン１の向いてい

る方位である。１対で構成された向き情報及び移動情報に基づいて演算された

方位及び移動量は、図７（ａ）（ｂ）の同一時間に取得された情報である。ま

たは同一規格化時間に取得された情報である。各レコードの時間間隔は等間隔

でなくてもよい。また、１対のレコードは同一時間に取得された情報であるこ
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とが断面の輪郭の測定の正確性から好ましいが、多少の時間のずれがあっても

よい。時間のずれがある場合、コントローラ１０は、時間のずれを無視しても

よいし、一方のレコードから他方の時間に対応する情報を演算してもよい。 

【００８３】 

 図９は演算された断面の輪郭を示す図である。」と記載され、その効果とし

て、 

「【００９２】 

 以上説明した通り、本実施形態に係る機器においては、スマートフォン１に

内蔵されたセンサにより対象部の断面の輪郭の測定ができる。スマートフォン

１は、ＣＴなどの測定装置に比べて小型である。スマートフォン１は、短時間

に断面の輪郭を測定できる。スマートフォン１は、利用者自身でデータの測定

ができるので、測定が簡便である。スマートフォン１は、ＣＴなどでは困難な

機器の持ち運びが容易である。スマートフォン１は、利用者自身でデータの蓄

積ができるので、日々の変化が容易に確認できる。スマートフォン１は、測定

時に放射線被爆の恐れが少ない。」と記載されている。 

 

（イ）図７、８及び９として以下の図面が記載されている。 

【図７】 

 

 

【図８】 
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【図９】 

 

 

 

（ウ）さらに、上記演算された断面の輪郭から、筋肉面積を推定することにつ

いて、 

「【０１３２】 

 スマートフォン１はステップＳ１１６の補正の後に、断面の輪郭の特徴係数

を抽出する（ステップＳ１１７）。本実施形態では、輪郭の特徴を抽出する方

法は、フーリエ解析を用いる。断面の輪郭の半周部分の曲線、または反転閉曲

線をフーリエ解析することで、フーリエ係数を求めることができる。周知のよ

うに、曲線をフーリエ解析したときに求められる各次数のフーリエ係数は曲線

の特徴を示す係数として用いられる。何次のフーリエ係数を特徴係数とするか

は、後に詳述する各推定式の作成の際に決められており、本実施形態では筋肉

面積に影響するフーリエ係数Ｓａ１、Ｓａ２、Ｓａ３、Ｓａ４を輪郭の特徴係数と

して抽出する。各推定式を作成の際に、推定式の独立変数を主成分とした場合

は、主成分を特徴係数として抽出してもよい。 

【０１３３】 
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 スマートフォン１はあらかじめ求められた筋肉面積推定式に、ステップＳ１

１７で抽出した特徴係数Ｓａ１～Ｓａ４を代入して、利用者の筋肉面積Ａを推定

する（ステップＳ１１８）。筋肉面積推定式の一例を数式１に示す。 

【０１３４】 

【数１】 

 

【０１３５】 

 筋肉面積推定式の作成方法については後に詳述する。」と記載され、筋肉面

積推定式の作成方法について、 

「【０１４２】 

 ステップＳ１２１で、作成者は推定式の作成を実行する。ステップＳ１２２

で、推定式の作成者は事前に取得された所定の人数分のサンプルデータをコン

ピュータに入力する。サンプルデータは所定の人数のサンプル被験者から取得

されたデータである。一人の被験者のサンプルデータは、ＣＴで得た筋肉面積、

巻尺等で測定された腹囲、スマートフォン１で取得された向き情報、移動情報

から少なくとも構成される。所定の人数とは、統計的に十分な人数であればよ

い。被験者は、例えば性別、人種、年齢層等の条件を一定にすると、より推定

の精度が向上する。 

【０１４３】 

 次に、コンピュータは入力された腹囲、向き情報、移動情報から断面の輪郭

の半周部分を演算する（ステップＳ１２３）。さらに演算された断面の輪郭の

半周部分の補正を行う（ステップＳ１２４）。ステップＳ１２３及びステップ

Ｓ１２４は、前述のステップＳ１１５及びステップＳ１１６と同じ処理である

ので、詳細の説明は省略する。 

【０１４４】 

 次に、演算、補正された断面の輪郭の半周部分曲線、または反転閉曲線のフ

ーリエ解析を行う（ステップＳ１２５）。断面の輪郭をフーリエ解析すること

で、複数のフーリエ係数を求めることができる。周知のように、曲線をフーリ

エ解析して得られる各次数のフーリエ係数は、曲線の特徴を表す係数として用

いられる。本実施形態では、所定の人数分のサンプルデータのフーリエ解析を

行い、Ｘ軸、Ｙ軸、及びそれらの１～ｋ次（ｋは任意の整数）のフーリエ係数

を求める。さらに、フーリエ係数は、周知の主成分分析を行い、その次元数を

削減しておいてもよい。なお、主成分分析とは、多変量データ（本実施形態で

は複数のフーリエ係数）に共通な成分を探って、一種の合成変数（主成分）を

作り出す分析手法であり、さらに少ない変数で曲線の特徴を表現することがで

きる。 

【０１４５】 

 次に、ステップＳ１２５で求められた複数のフーリエ係数（または主成分）

とＣＴで得た筋肉面積とで回帰分析を行う（ステップＳ１２６）。回帰分析と

は、結果となる数値と要因となる数値の関係を調べて、それぞれの関係を明ら

かにする統計的手法の一つである。フーリエ係数（または主成分）を独立変数
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として、ＣＴで得た筋肉面積を従属変数として、所定の人数のサンプル被験者

のデータを用いて回帰分析を行い、筋肉面積推定式を作成する。」と記載され

ている。 

 

イ サポート要件について 

（ア）上記アで摘記した発明の詳細な説明には、ＣＴ法、生体インピーダンス

法等では持ち運びが困難な機器を伴うことから簡易的に筋肉面積推定を推定で

きないという課題を解決するために、具体的には、スマートフォンを用いて、

方位センサにより向き情報を取得し、加速度センサにより移動情報を取得する

ことにより、断面の輪郭を演算し、断面の輪郭から特徴係数（Ｓａ１、Ｓａ２、

Ｓａ３、Ｓａ４）を抽出し、その特徴係数を上記【数１】に代入することにより、

利用者の筋肉面積を推定するという技術的事項が開示されており、この技術的

事項を【課題を解決するための手段】として、上記【０００６】に「上述した

諸課題を解決すべく、本発明に係る筋肉面積推定システムは、自機の向き情報

を得る第１のセンサ部及び自機の移動情報を得るためのデバイス部を備える測

定子と、前記向き情報及び前記移動情報に基づいて演算された人体の輪郭の少

なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面における筋

肉面積を推定する制御部とを備える。」と記載されている。 

 一方、補正発明は、上記１（２）で摘記したとおり「人体に沿って移動させ、

少なくともセンサ部を備える測定子と、前記センサ部からの情報に基づいて演

算された人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前

記人体の断面における筋肉面積を推定する制御部を備える筋肉面積推定システ

ム。」と記載され、「測定子」が、「人体に沿って移動させ、少なくともセン

サ部を備える」ものと特定されているものの、それが「向き情報を得る手段」

及び「移動情報を得る手段」を備えるものであることが特定されていない。 

 

（イ）検討 

 上記アの（ア）（イ）で摘記したように、発明の詳細な説明に「人体に沿っ

て移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」として記載されているのは、

方位センサにより向き情報を取得し、加速度センサにより移動情報を取得する

スマートフォン、すなわち「向き情報を得る手段」及び「移動情報を得る手段」

を備える「測定子」のみであり、「人体の輪郭」を「演算」するための「情報」

を提供する「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」と

して、それ以外のものは記載されていない。 

 また、「人体の輪郭」を「演算」するための「情報」を提供する「人体に沿

って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」として、「向き情報を得

る手段」及び「移動情報を得る手段」の両方の手段を有していることによって、

上記アの（ア）（イ）に記載されているように、人体の断面の輪郭が得られる

ものであり、「向き情報を得る手段」又は「移動情報を得る手段」のどちから

一方からの「情報」だけからは、人体の断面の輪郭は得られないものである。

例えば、「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」とし
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て電子巻尺のようなものもあるが、それは移動情報は得られるが、向き情報が

得られないため、輪郭を演算することはできない。 

 さらに、「向き情報を得る手段」及び「移動情報を得る手段」の両方を備え

ていない「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」から、

人体の断面の輪郭が得られるという技術常識も本願の遡及する出願日である平

成２６年１２月２２日（以下「出願時」という。）に存在していたとはいえな

い。 

 してみれば、発明の詳細な説明の記載から、「向き情報を得る手段」及び 

「移動情報を得る手段」の両方を備えていない「人体に沿って移動させ、少な

くともセンサ部を備える測定子」にまで拡張ないし一般化できるものではなく、

「向き情報を得る手段」及び「移動情報を得る手段」の両方を備えていない

「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子」では、課題を

解決できると認識できる範囲のものとはいえない。 

 

（ウ）小括 

 よって、補正発明は、発明の詳細な説明に記載したものとはいえないことか

ら、特許法第３６条第６項第１号に規定する要件を満たしているとはいえない。 

 

ウ 明確性について 

（ア）原査定の理由とはなっていないものの、追補的に、補正発明の「演算さ

れた人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人

体の断面における筋肉面積を推定する」ことについても検討しておく。 

 発明の詳細な説明においては、上記ア（ウ）の【０１３２】～【０１３４】

に記載されているように、断面の輪郭から特徴係数（Ｓａ１、Ｓａ２、Ｓａ３、

Ｓａ４）を抽出し、その特徴係数を上記【数１】に代入することにより、利用

者の筋肉面積を推定しており、当該記載からは、上記補正発明における「形状

特徴」は、発明の詳細な説明における「特徴係数」のことをいっているように

も考えられる。 

 一方、上記ア（ウ）の【０１４２】～【０１４５】の筋肉推定式の作成方法

を参照するに、【数１】の係数である「20.9」、「108.2」、「345.2」、 

「72.6」及び「224.5」は、サンプル被検者の人体の輪郭をフーリエ解析をして

得た各次数のフーリエ係数とＣＴで得た筋肉面積とで回帰分析を行うことによ

り求められたものであるから、「筋肉面積を推定する」際に「基づ」く「人体

の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴」とは、サンプル被検者から

求めた【数１】の上記具体的な数値である係数のことをいっているようにも考

えられる。 

 さらには、特徴係数（Ｓａ１、Ｓａ２、Ｓａ３、Ｓａ４）と【数１】の係数の両

者をまとめて「形状特徴」といっているとの解釈も否定できない。 

 してみれば、補正発明における「形状特徴」の技術的意味は、一義的に解さ

れないことから不明確である。 

 

（イ）小括 



 14 / 17 

 

 よって、補正発明における「形状特徴に基づいて、前記人体の断面における

筋肉面積を推定する」ことは、技術的に不明確であることから、特許法第３６

条第６項第２号に規定する要件を満たしているとはいえない。 

 

３ 本件補正についてのまとめ  

 以上のとおり、本件補正は、上記２（１）で述べたとおり、特許法第１７条

の２第５項の規定に違反するものであり、同法第１５９条第１項において読み

替えて準用する同法第５３条第１項の規定により却下されるべきものである。 

 加えて、請求項１、４及び７についての補正が、いわゆる限定的減縮、すな

わち特許法第１７条の２第５項第２号に掲げる事項を目的とするものに該当す

るものとしても、上記２（２）で述べたとおり、補正発明が、特許法第３６条

第６項第１号に規定する要件あるいは特許法第３６条第６項第２号に規定する

要件を満たしているとはいえず、特許出願の際独立して特許を受けることがで

きないものであるから、本件補正は、特許法第１７条の２第６項で準用する同

法第１２６条第７項の規定に違反するものであり、同法第１５９条第１項にお

いて読み替えて準用する同法第５３条第１項の規定により却下されるべきもの

である。  

 

第３ 本願発明について  

１ 本願発明  

 本件補正は上記のとおり却下されたので、本願の請求項１～１０に係る発明

は、平成２９年１０月３１日になされた手続補正により補正された特許請求の

範囲である上記第２の１（１）に記載したとおりのものである。 

 

２ 原査定の拒絶の理由 

 原査定の拒絶の理由は、以下のとおりである。 

「明細書の発明の詳細な説明には、コンピュータ断層撮影や生体インピーダン

ス法を用いた測定のように、測定できる施設が限られることのないように、簡

易的な手法により筋肉面積を推定できる筋肉面積推定システム、機器、及び筋

肉面積推定方法を提供することを課題として、 

 自機の向き情報を得る第１のセンサ部及び自機の移動情報を得るためのデバ

イス部を備える測定子と、前記向き情報及び前記移動情報に基づいて演算され

た人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体

の断面における筋肉面積を推定する制御部とを備える筋肉面積推定システム、 

 自機の向き情報を得る第１のセンサ部と、自機の移動情報を得るためのデバ

イス部と、前記向き情報及び前記移動情報に基づいて演算された人体の輪郭の

少なくとも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面における

筋肉面積を推定する制御部とを備える機器、 

 自機の向き情報及び自機の移動情報を得るステップと、制御部により、前記

向き情報及び前記移動情報に基づいて人体の輪郭の少なくとも一部を演算する

ステップと、当該演算された人体の輪郭の少なくとも一部から形状特徴を算出
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するステップと、当該形状特徴に基づいて前記人体の断面における筋肉面積を

推定するステップとを含む筋肉面積推定方法、 

の各発明が記載されている。 

 ところが、平成２９年１０月３１日付け手続補正書による特許請求の範囲の

補正により補正された請求項１～１０に係る発明では、人体の輪郭を測定する

機器、方法について特定されていない。そして、その上、請求項８～１０では、

筋肉面積を如何にして推定するのかについて特定がない。そうすると、請求項

１～１０に係る発明は、コンピュータ断層撮影など、出願人のいう測定できる

施設が限られる機器によって人体の輪郭を測定したり、筋肉面積を推定したり

することを含むものであり、これでは、上記出願人のいう課題が解決できない

ことは明らかである。 

 したがって、請求項１～１０には、発明の詳細な説明に記載された、発明の

課題を解決するための手段が反映されておらず、請求項１～１０に係る発明は、

発明の詳細な説明に記載した範囲を超えることとなる。 

 よって、依然として、請求項１～１０に係る発明は、発明の詳細な説明に記

載したものでない。」ということを述べ、特許請求の範囲の記載が、特許法第

３６条第６項第１号に規定する要件を満たしていないことを原査定の拒絶の理

由としたものである。 

 

３ 当審の判断 

（１）請求項１に係る発明について 

 請求項１に係る発明は、上記第２の１で記載したとおり、補正発明の「人体

に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子と、前記センサ部から

の情報に基づいて演算された人体の輪郭の少なくとも一部から算出された形状

特徴に基づいて、前記人体の断面における筋肉面積を推定する制御部を備える

筋肉面積推定システム。」から、その下線部を削除した「人体の輪郭の少なく

とも一部から算出された形状特徴に基づいて、前記人体の断面における筋肉面

積を推定する制御部を備える筋肉面積推定システム。」であることから、上記

第２の２（２）イ「サポート要件について」で述べた検討内容が該当し、発明

の詳細な説明に記載したものとはいえない。 

 そもそも、請求項１に係る発明は、補正発明に対して「人体に沿って移動さ

せ、少なくともセンサ部を備える測定子」すら備えていないものも含むのであ

るから、「人体の輪郭」には、「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部

を備える測定子」でないもの、例えば、ＣＴ（コンピュータ断層撮影）、ＭＲ

Ｉ等から求めた人体の輪郭も含まれることになり、このようなＣＴ、ＭＲＩ等

は大がかり機器を伴い簡易的な手法とはいえないことから、課題を解決できる

と認識できる範囲のものとはいえない。 

 よって、請求項１に係る発明は、発明の詳細な説明に記載したものとはいえ

ず、特許法第３６条第６項第１号に規定する要件を満たしているとはいえない。 

 

（２）請求項４及び７について 
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 請求項４及び７に係る発明についても、上記第２の１で記載したとおり、前

者については「人体に沿って移動させ、少なくともセンサ部を備える測定子と、

前記センサ部からの情報に基づいて演算された」を、後者については「少なく

ともセンサ部を備える測定子を人体に沿って移動させるステップと」「前記セ

ンサ部からの情報に基づいて」との発明特定事項を削除したものであるから、

上記第２の２（２）イ「サポート要件について」で述べた検討内容が該当する

と同時に、それらは上記（１）で述べたように、ＣＴ、ＭＲＩ等から求めた人

体の輪郭も含まれることになり、このようなＣＴ、ＭＲＩ等は大がかり機器を

伴い簡易的な手法とはいえないことから、課題を解決できると認識できる範囲

のものとはいえない。 

 よって、請求項４及び７に係る発明は、発明の詳細な説明に記載したものと

はいえず、特許法第３６条第６項第１号に規定する要件を満たしているとはい

えない。 

 

（３）請求項８～１０について 

 上記第２の１（１）で記載したとおり、筋肉面積を推定することについて、

請求項８及び９に係る発明は「筋肉面積を推定する制御部」、請求項１０に係

る発明は「筋肉面積を推定するステップ」としか特定されていないことから、

上記（１）で述べたＣＴ、ＭＲＩなどによる方法の他、人体の輪郭が求まらな

いインピーダンス法等によって筋肉面積を推定することも含まれることになり、

これらのＣＴ、ＭＲＩ、インピーダンス法等は、大がかり機器を伴い簡易的な

手法とはいえないことから、課題を解決できると認識できる範囲のものとはい

えない。 

 

（４）小括 

 よって、請求項１、４、７及び８～１０に係る発明、並びに請求項１又は４

に従属する請求項２、３、５及び６は、原査定のとおり、発明の詳細な説明に

記載したものでないことから、特許請求の範囲の記載が、特許法第３６条第６

項第１号に規定する要件を満たしていない。 

 

第４ むすび  

 以上のとおり、本願は、特許請求の範囲の記載が、特許法第３６条第６項第

１号に規定する要件を満たしていないことから、拒絶されるべきものである。  

 よって、結論のとおり、審決する。 

 

  令和１年６月３日 

 

審判長 特許庁 審判官 伊藤 昌哉 

特許庁 審判官 三崎 仁 

特許庁 審判官 信田 昌男 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）  
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 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

 

〔審決分類〕Ｐ１８．５３７－Ｚ（Ａ６１Ｂ） 

５７２ 

５７５ 

 

 

 審判長 特許庁 審判官 伊藤 昌哉 8808 

 特許庁 審判官 信田 昌男 8530 

 特許庁 審判官 三崎 仁 8928 

 


